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審査要旨 
本論文は、日本および韓国における子どもの権利モニタリング制度の比較分析を通して、子どもの権利およ
び子ども政策の総合化の視点に基づいた子ども政策評価・検証のあり方、とくに、その評価の主体と手法、評
価・検証に欠かせない指標の開発、評価・検証システムの重層的な構造のあり方などを総合的に明らかにする
ことを目的としている。 
日本と韓国における子どもを取り巻く社会状況、関連政策および制度の推進状況あるいは子どもに対する伝
統的な価値観と社会認識、とくに子どもの権利行使に対する否定的認識も類似している。その結果、日韓両国
の子どもが極端に受け身になり、自己肯定感が低下し、たとえ子どもがいじめなどの権利侵害を受けても、そ
れが権利侵害であることに気付かず、自分を責め、我慢してしまう現状がある。子どもへの体罰、いじめ、虐
待あるいは非行・暴力などの問題は、両国において深刻な社会問題として捉えられている。このような状況を
克服するために、日韓両国において国あるいは自治体レベルで多様かつ急速に子どもにかかわる政策が進めら
れている。ここに、保健・児童福祉・教育あるいは少年司法等に留まらない子ども政策という視点と分野の設
定、その実践と研究の必要性と重要性がある。また、子どもにかかわる政策・行政は対象となる子どもにどう
届いているか、どのように効果があるのかなどが評価されなければならない。それゆえ、子どもの権利という
視点やその具体化が必要不可欠である。その具体的な課題として、近年注目されているのが子どもの権利の視
点に基づいた「子ども政策の評価・検証」システムの研究である。 
本論文は、この子ども政策の評価・検証論の領域において、これらの子ども問題の解決のために両国におい
て構築されつつある「子どもの権利モニタリング」制度に注目したところに先見性を見出すことができる。こ
の制度は、子どもの権利の視点から子ども政策の総合的な評価と検証を行っており、その評価・検証の基準と
して、国連において採択・発効された「子どもの権利に関する条約」が設定されてきた。その典型的なモデル
としては、韓国政府内に設置された「子どもの権利モニタリングセンター」と日本の「川崎市子どもの権利委
員会」を取り上げて比較分析している。国と地方とのレベル差はあるものの、同時期に機能してきた「子ども
の権利モニタリング」としての共通性に依拠して十分に比較分析することが可能であり、また「モニタリング
システム」論をさらに展開していく際の、国際レベル（国連子どもの権利委員会による評価・検証）・国レベ
ル・地方レベルでの相互関係・機能分担論など、その構造的なシステム研究にとって資する側面もあった、と
評価できる。 
 なお、このような子どもの権利の視点からの子ども政策の総合的な評価・検証システムが機能するためには、
当然のことながら、子ども政策の総合化が必要となる。現状は両国とも、教育、福祉、保健・医療、少年司法
などの縦割り行政が進行しており、その子ども関係領域の行政に関して横断的、総合的な政策調整、さらには
行政再編を行うことが課題となる。とくに縦割り行政が強固であった教育行政領域においても、教育政策を子
ども政策の中に総合化することが課題となる。 
 したがって、本論文では、韓国における子ども政策の総合化の取り組み、具体的には児童政策、青少年政策、
教育政策などの総合化のプロセスについて歴史的に明らかにし（第 1 章）、その総合化のプロセスの中で設立
されてきた「子どもの権利モニタリングセンター」における子ども政策分析、その評価・検証作業について動
態的な分析を試みた（第 2 章）。それと並行して、日本において先進的に「子どもの権利モニタリング」を進
めてきた川崎市子どもの権利委員会の評価・検証作業について分析した（第 3章）。 
 もともと両国における子どもの政策評価・検証研究に関しては、実際上、両国の子ども政策、教育・福祉政
策などの評価・検証作業が、主に行政主導の「自己評価」システムに頼ってきた現実がある。しかし、自己評
価行政だけでは、子ども政策評価・検証過程の公正性、透明性などは担保できない。現代では、その限界をふ
まえて、政策学、行政学、とくに教育政策学、教育行政学などにおいて、市民参加、国民参加型の評価・検証
手法の開拓を前提とした「第三者評価・検証」論が模索されてきた。しかし現段階では、おおむね子ども政策・
教育政策学の研究水準は、「あるべき制度」論レベルでの第三者評価・検証論、評価・検証の手法論、評価検
証の指標論にとどまっており、その制度の設計や具体的手法、それに基づく効果、内容の質的向上などについ
ての追及は不十分であった。 
 本論文では、そのような研究状況の中で、第 2章と第 3章における制度の動態分析結果に基づき、これらを
比較の視点から総括的に分析した（第 4 章）。子ども政策の評価・検証システムに関しては、①従来のごとく
行政側の自己評価だけでなく、施策サービスを受ける側である子ども・市民等の評価を受け、その両者を踏ま
えた「第三者」的な評価・検証機関となることが重要であるとの指摘がなされ、さらにそのための法的、条件
整備的な対応が求められたこと、②上記の第三者評価・検証にあたっては、参加型手法を取り入れることが必
然的に要請されることから、子どもの現場を担当する職員参加のほか、市民参加、子ども参加の手法に言及し
ていること、とりわけ、子ども施策が子どもにどう届いているのか、その検証のために、子ども参加の有用性
と手法開拓の重要性について踏み込んだ検討を行っていることである。また、③評価・検証の内容としては、
とくに子どもの権利の視点からの評価・検証に欠かせない指標の意義、韓国での作成状況およびその分析を行
っている。さいごに、④国際レベル、国レベル、地方レベルでの評価・検証システムの相互関係、機能分担な
ど、その重層的な構造分析をもとにして有機的な連携を図る必要性に言及した。 
 以上のとおり、本論文は、「今を生きる子ども」の生活を向上させていくための子ども政策の総合化の意義
を明らかにし、その推進を図るために欠かせない「子どもの権利モニタリング」システムの現状と実践的理論・
課題を示してきた。そこではあるべき制度理念レベルをこえた制度の設計・運用論、手法論、評価指標論など
を構築してきており、両国における学界、とりわけ教育政策学、教育行政学をはじめ、関連する児童福祉学、
青少年政策学などにおける子ども政策の評価・検証研究を一歩進める役割を果たすことは間違いない。日本に
おいても子ども政策を総合的に推進していくために、政府省庁の再編の動きがみられ、「子ども省」等の設置
が課題となっており、これを推進していくべき評価・検証理論など子ども政策学的な研究蓄積が求められてい
る。こうした研究的なニーズを受けて、本論文は、既存の諸科学をこえた子ども政策学としての研究基盤の確
立にも寄与すると確信する。 
 本論文は、すでに指摘したように、日韓両国のモニタリングシステムを国レベルと地方自治体レベルで比較
しているが、そのための比較研究の方法論をさらに追求していくという課題はある。また、日本における子ど
も政策の総合化の課題に十分に言及しないままに地方自治体のモニタリングシステムとの比較を行っている
ところにも課題が残されていると思われる。しかし、そのような研究的課題はいくつかあるものの、両国にお
ける子ども政策の先進的な評価・検証システムを実施段階で比較分析し、その評価・検証理論を前進させ、さ
らに子ども政策学的な研究手法を開拓してきた功績は揺るがないものと判断される。 
以上の理由により、当審査委員会は、全員一致して本論文を、「博士（文学）」の学位を授与するにふさ
わしいものと判定し、ここに報告する。 
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